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（公財）東京都中小企業振興公社の支援事業ご紹介

令和７年３月19日（水）
文京区中小企業向け支援制度説明会

本資料に記載の事業内容等は令和７年３月19日時点のもの
であり、今後、変更となる可能性があります。ご了承下さい。
また、令和７年度の実施内容や募集時期等は当公社のHP等で
ご案内させて頂きます。
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Ⅰ 公社について
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名 称 公 益 財 団 法 人 東 京 都 中 小 企 業 振 興 公 社

設 立 昭 和 4 1 年 （ 1 9 6 6 年 ） ７ 月 2 9 日

基 本 財 産 5 5 6 , 5 8 0 千 円

職 員 数 6 3 5 名

代 表 者 理 事 長 中 西 充

本 社 東 京 都 千 代 田 区 神 田 佐 久 間 町 １ － ９
（ 秋 葉 原 駅 か ら 徒 歩 １ 分 ）

公社について 東 京 都 に お け る 中 小 企 業 の 総 合 的 ・ 中 核 的 な 支 援 機 関 と し て 各 種
支 援 事 業 を 提 供 し 、 東 京 の 経 済 の 活 性 化 と 都 民 生 活 の 向 上 に 寄 与 。
昭 和 4 1 年 （ 1 9 6 6 年 ） に 中 小 企 業 の 下 請 取 引 の 紹 介 等 を 行 う た め 、
東 京 都 に よ り 財 団 法 人 東 京 都 下 請 企 業 振 興 協 会 と し て 設 立 。
そ の 後 、 事 務 の 移 管 や 団 体 の 統 廃 合 な ど に 伴 い 事 業 範 囲 を 拡 大 。

Ⅰ 公 社 に つ い て ①全体概要（令和６年１０月１日現在）

本社
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秋葉原庁舎（本社）【千代田区】

2階：企業人財支援課・設備支援課

4階：総務課・企画課

5階：総合支援課・生産性向上支援課

旧

② 各 拠 点 の 所 在 地Ⅰ 公 社 に つ い て
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③ 各 拠 点 の 所 在 地

・多摩支社

・知財多摩支援室

・（多摩テクノプラザ／

産業技術研究ｾﾝﾀｰ）

【昭島市】

・京浜島勤労者厚生会館【大田区京浜島】

中小企業会館

【中央区銀座】

東京都医工連携イノベーションセンター

・取引振興課 医工連携担当

【中央区日本橋本町】

TOKYO創業

ステーションTAMA

・多摩創業支援課

【立川市】

※タイ事務所のほか、インドネシア・ベトナムにサポートデスクもあり

TOKYO創業ステーション

・創業支援課【千代田区丸の内】

・城南支社

・知財城南支援室

・（城南支所／

産業技術研究ｾﾝﾀｰ）

【大田区南蒲田】

・秋葉原庁舎（本社）

【千代田区神田佐久間町】

・産業貿易センター台東館

【台東区花川戸】

・助成課（大東ビル・
センタープレイスビル）

【千代田区神田練塀町、

千代田区神田相生町】

・TOKYO UPGRADE 
SQUARE

【新宿区西新宿】

・東京都知的財産総合センター

【台東区台東】

・産業貿易センター浜松町館

【港区海岸】

・城東支社

・知財城東支援室

・（城東支所／産業技術研究ｾﾝﾀｰ）

【葛飾区青戸】

・経営戦略課

・取引振興課

・販路・海外展開支援課

【千代田区神田和泉
町】

オープンイノベーション
フィールドTAMA 国分寺館

【国分寺市】

オープンイノベーション
フィールドTAMA 八王子館

【八王子市】

Ⅰ 公 社 に つ い て
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東 京 都 内 に 主 た る 事 業 所 を お く 中 小 企 業 者 ・ 個 人 事 業 主 、 創 業 予 定 者

約 6 0 , 0 0 0 社 （ 令 和 ３ 年 度 実 績 ）

登 録 企 業 3 3 , 6 0 0 社
ネ ッ ト ク ラ ブ 会 員 数 3 7 , 1 0 6 社

（ 令 和 ５ 年 度 実 績 ）

※登録企業：東京都外を含む受発注情報登録企業
※ネットクラブ会員：Eメールアドレスも登録された企業

延べ利用企業数

登録企業・ネットクラブ会員数

・ 広 報 情 報 誌 「 T o k y o  B i z B e a t 」
・ 企 業 広 告 誌 「ビジネスサポートTOKYO」

毎月10日に発行・送付
・メールマガジンの配信

⇒公社・東京都の中小企業施策情報を定期的に配信

Tokyo BizBeat ビジネスサポートTOKYO

支援対象者

公社

中小公社 X

・ フ ォ ロ ワ ー 数 約 5 , ５ 0 0 （ 令 和 6 年 １ ０ 月 現 在 ）
⇒公社の支援情報を定期的に配信中

④ 広 報 ・ 利 用 企 業 等 の 概 況Ⅰ 公 社 に つ い て
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⑤ 公 社 事 業 の ポ イ ン ト

① 経 営 相 談 ② 助 成 金

④ 人 材 支 援③ 販 路 拡 大

○ 創 業 、 製 品 開 発 、 販 路 拡 大 な ど 、 ご 希 望 に
合 わ せ て 選 ぶ こ と が で き ま す

○ 最 大 助 成 限 度 額 １ 億 円 （ 設 備 投 資 助 成 ）

○ 6 0 名 以 上 の 様 々 な 分 野 で 活 躍 す る 専 門 家 に
相 談 で き ま す

○ I C T 、 I o T 、 A I 、 ロ ボ ッ ト に 関 す る
相 談 窓 口 も 設 置

○ 創 業 や 海 外 相 談 な ど 専 門 的 な 相 談 に も 対 応

○ 知 的 財 産 は 専 門 の ア ド バ イ ザ ー が
バ ッ ク ア ッ プ

○ 販 路 開 拓 の 専 門 家 が 、 優 れ た 製 品 開 発 ・
技 術 の 販 路 開 拓 を 支 援 し ま す

○ リ ア ル と オ ン ラ イ ン を 活 用 し た 国 内 外 の 販
路 開 拓 を 支 援 し ま す

○ 人 材 に 関 す る 専 門 家 の 個 別 ・ 継 続 サ ポ ー ト
で 組 織 体 制 整 備 を 支 援 し ま す

○ 自 社 の 課 題 に 合 わ せ た 研 修 を ご 提 案 し ま す

7

Ⅰ 公 社 に つ い て
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Ⅱ 主な支援事業について
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Ⅱ - １ 公 社 事 業 の 入 口 支 援 - ワ ン ス ト ッ プ 総 合 相 談 （ 本 社 ）

9

内容

・中小企業経営に関する相談窓口を毎日開設し、

各種専門家が対応（来社、電話、Eメール、オンライン）

＜相談分野＞

・創業、経営全般、ICT、税務・会計、労務、法律、

クレーム対応など

＜令和5年度実績＞

・総合相談延べ件数 18,640件（本社）

（法律相談：25.3％、資金調達：9.7％、経営全般：9.3％）

総 合 支 援 課 ： 0 3 - 3 2 5 1 - 7 8 8 1

※ 城 東 ・ 城 南 ・ 多 摩 の 各 支 社 に も 相 談 窓 口 が あ り ま す 。

①ワンストップ総合相談窓口 ②専門家派遣

・中小企業からの派遣要請を受けて各種専門

家を現地へ派遣し、経営に関する様々なア

ドバイスを実施 （登録専門家約320名）

＜費用＞有料（年最大8回まで）※企業負担1/2

＜令和5年度実績＞ 派遣回数 1,192回

・経営全般 24.8％

・マーケティング・営業 21.5％

・経営戦略 19.9％

※ワンストップ総合相談窓口予定表（本社）
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Ⅱ - 2 下請企業等振興事業
取引振興課：03-5822-7250
下請センター東京：03-3251-9390

①下請取引の振興 ②下請取引の紛争解決・取引適正化

内容

・登録企業に対し、希望する取引条件等に適

合する取引情報を相互に提供

・受注確保を図るため、大規模展示会への共

同出展を支援

内容

・下請代金支払遅延等防止法に詳しい専門相

談員や弁護士が相談対応、解決策を提示

・法務大臣のADR認証を取得した下請取引紛

争解決センター（「下請センター東京」）

を配置

・センターの選任する第三者（弁護士）が公

正中立な立場で、調停により簡易迅速な紛

争解決を図る

・専門相談員の企業巡回による普及啓発、講

習会の開催等

・例：外注（下請）取引基本契約書の作成方
法、下請法等の内容解説

・下請事業者が交渉を行う際のアドバイスを

行う価格交渉アドバイザー、価格交渉時に

不可欠な個別原価管理の体制構築を支援す

るための原価管理アドバイザーを配置し、

価格交渉を支援

取引情報の収集及び提供

専門展示会の出展支援

苦情紛争相談

裁判外紛争解決手続（ADR）

下請適正取引の普及啓発

10

価格交渉支援・原価管理支援
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Ⅱ - 3 事業承継・再生支援事業等

11

内容

・専門家が最適な事業承継・再生プランの策定、提

示、実行を強力にサポート

・法的・税務的な問題については弁護士、会計士、

税理士等の専門家と連携

・事業承継の成功に必要なノウハウや事例を提供

・講義と演習を通じて経営者に必須の知識やスキル

を修得するとともに、ネットワークを構築

事業承継・再生支援（個別相談・支援）

・事業承継・経営安定化のために必要な経費

・助成限度額：200万円、助成率：2/3以内

・企業継続支援マネージャーを中心に事業改善等の

継続的なハンズオン支援を実施

・事業譲渡等を検討している都内中小企業者を対象

に、国内譲受事業者とのM＆Aのマッチングを支援

・M&Aにより事業の譲り受けた都内中小企業を対

象に、経営統合(PMI)の計画策定や推進を支援

戦略的事業承継セミナー・フォーラム

事業承継塾

事業承継支援助成

企業継続支援

①事業承継・再生支援事業

②倒産防止特別支援事業

・都内中小企業の倒産防止のため、特別支援窓口を

設置するとともに、金融機関等と連携を図りなが

ら、専門家派遣を実施

税理士、弁護士、中小企業診断士等

対応する専門家

総合支援課：03-3251-7885

経営統合支援

企業継続支援
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Ⅱ - ４ カスタマーハラスメント対策に向けた経営支援事業

12

内容

・カスタマーハラスメント対策を検討する中小企業者等を対象に、相談、専門家派遣、セミナーを実施

特別相談窓口

専門家派遣

・「ワンストップ総合相談」
に特別相談窓口を設置し、カス
タマーハラスメント対策を実行
するにあたっての様々な分野の
相談に、ワンストップで対応

・中小企業診断士等の専門家を無
料で派遣し、カスタマーハラスメ
ント対策の実行に向けた、経営上
の課題解決の為のアドバイスを実
施

セミナー

・カスタマーハラスメント対策に関する講習会を開催し、とるべき対策などについての知識・情報を提
供（年４回）

総合支援課：03-3251-7882



© 2024 Tokyo Metropolitan Small and Medium Enterprise Support Center

Ⅱ - 5 中 小 企 業 ニ ュ ー マ ー ケ ッ ト 開 拓 支 援 事 業

事 業 概 要

内容

・都内中小企業の優れた開発製品・技術に対して国内販路開拓を支援することにより、中小企業の育成を

促進

・具体的には企業訪問等により、以下の支援を実施

①優れた開発製品または技術に関わる具体的な取引マッチング支援

②売れる製品・技術にするためのアドバイス

③営業ノウハウの提供

[ビジネスナビゲータ]

・実践的な営業経験や開発経験を有する大企業等のOB60名

・豊富なネットワークを活用して商社・メーカー等売り込み先のニーズの把握に努めるとともに、取引

マッチングの機会を創出

13

販 路 ・ 海 外 展 開 支 援 課 ： 0 3 - 5 8 2 2 - 7 2 4 1
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Ⅱ - 6 国 際 化 支 援 事 業

①海外展開総合支援事業 ②海外企業連携プロジェクト

内容

・専門家による海外展開に関する相談窓口

・海外ビジネス事業に詳しい企業等OBを配置

し、専門商社のネットワークを活用し海外

市場での販売を目指す

・プランマネージャーが情報提供、相談対応、

プラン策定等の初期段階の支援を実施

・講習会等を通じ、貿易事務に精通した人材

及び海外展開の中心的役割を担える人材を

育成

内容

・海外企業への生産委託や技術提携を望む都

内中小企業に、技術力のある海外企業の情

報提供を行い、両者のマッチングを支援

14

海外ワンストップ相談窓口の設置

海外販路ナビゲータによるハンズオン支援

海外チャレンジ支援

海外展開人材育成支援

③ASEAN展開サポート事業

内容

・タイ事務所やインドネシア・ベトナム（サ

ポートデスク）において、情報提供、経営

相談、ビジネスマッチング支援など、現地

でのサポートを提供

◆ タ イ 事 務 所 の 様 子

販 路 ・ 海 外 展 開 支 援 課 ： 0 3 - 5 8 2 2 - 7 2 4 1
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Ⅱ - 7 公 社 の 助 成 金 一 覧 （ 緊 急 対 策 事 業 除 く ） ①

15

助成金一覧:https://www.tokyo-kosha.or.jp/support/josei/index.html
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Ⅱ - 8 公 社 の 助 成 金 一 覧 （ 緊 急 対 策 事 業 除 く ） ②

16
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Ⅱ - 9  新 た な 事 業 環 境 に 即 応 し た 経 営 展 開 サ ポ ー ト 事 業

17

コロナ後の需要回復や消費者ニーズの変化への即応が喫緊の課題となっている一方、エネルギー、原材料価格や人件費の

高騰が長期化しており、課題が山積している。このような状況下で、中小企業の創意工夫を活かして、既存事業を深化・発展
させる計画を策定した場合に、経費の一部を助成し、専門家による運用改善などのアドバイスを実施する

事業目的

経営改善計画策定による経営基盤強化支援(一般コース)
（１）経営改善計画に基づく助成金支援

創意工夫による経営改善計画に採択された事業者を対象に、当該計画に基づく取組み経費の一部を助成
→限度額800万円、助成率2/3

（２）専門家派遣による運用改善等のアドバイス
交付決定を受けた事業者を対象に専門家を派遣、運用改善や事業展開に向けたアドバイス実施

既存事業の
「深化」

既存事業の
「発展」

経営基盤の強化に向け、既に営んでいる事業自体の質を高めるための取組
・高性能な機器、設備の導入等による競争力強化の取組
・既存の商品やサービス等の品質向上の取組や高効率機器、省エネ機器導入等による生産性向上の取組

経営基盤の強化に向け、既に営んでいる事業を基に、新たな事業展開を図る取組
・新たな商品、サービスの開発や商品、サービスの新たな提供方法の導入
・その他、既存事業で得た知見等に基づく新たな取組

対象外
・申請者が営んできた事業内容との関連性が薄い、又は全く無い取組
・法令改正への対応など、義務的な取組
・単なる老朽設備の維持更新など、競争力や生産性の向上に寄与しない取組

新 た な 事 業 環 境 に 即 応 し た 経 営 展 開 サ ポ ー ト 事 業 事 務 局
T E L ： 0 3 - 4 4 4 6 - 2 5 6 0
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Ⅱ - 1 0  躍 進 的 な 事 業 推 進 の た め の 設 備 投 資 支 援 事 業

18

事 業 概 要

内容

・先端技術を活用し企業の生産性や付加価値を高めるため、競争力強化やＤＸの推進、後継者による事業

の多角化などを目指す際に必要となる、機械設備の購入経費の一部を助成

・更なる発展に向けて、競争力強化を目指した事業展開

に必要となる機械設備を新たに導入する事業

・ＩｏＴ、ＡＩ、ロボット等のデジタル技術の活用によ

り、新しい製品・サービスの構築等を目指した事業展

開や、新事業活動等に取り組むことでイノベーション

創出を図る事業展開に必要となる機械設備を新たに導

入する事業

・事業承継を契機として、後継者による事業多角化や新

たな経営課題の取組に必要となる設備等を新たに導入

する事業

Ⅰ 競争力強化

Ⅱ ＤＸ推進・イノベーション

Ⅲ 後継者チャレンジ

◆ 機 械 設 備 導 入 例

その他：警備ロボット導入（現場作業員削減）、

最新型印刷機導入（新事業進出） など

設 備 支 援 課 ： 0 3 - 3 2 5 1 - 7 8 8 4

※１ ゼロエミ要件または賃上げ要件有りの場合、２／３から３／４以内

まで助成率を拡充

※２ 競争力強化区分の小規模企業者でゼロエミ要件及び賃上げ要件無し

の場合、助成限度額は3,000万円

事業区分 助成率※１ 助成額

① 競争力強化

中小企業者 １／２以内

100万～
１億円※2

小規模企業者 ２／３以内

② ＤＸ推進・イノベーション ２／３以内

③ 後継者チャレンジ ２／３以内
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Ⅱ - 1 1  D X 推 進 支 援 事 業

19

事 業 概 要

内容

・DX推進やデジタル技術（ICT・IoT・AI・ロボット）の活用の取組について取組の段階に応じた幅広いメ

ニューで支援。「導入・活用」の段階ではアドバイザーによる伴走支援を実施し、経営課題や支援目的に

応じて、2つのコースを用意。取組に必要な費用の一部助成も実施。

生 産 性 向 上 支 援 課 ： 0 3 - 3 2 5 1 - 7 9 1 7

ハンズオン支援
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Ⅱ - 1 2  ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 に 向 け た 事 業 転 換 支 援 事 業

事 業 概 要

内容

・ゼロエミッションに資する製品開発・技術開発等を総合的に支援することにより、都内中小企業のゼロ
エミッション産業参入を図る。

① シンポジウム

・ゼロエミッションに伴う新市場、産業構造の変化等についての情報を提供

② 中小企業開拓

・企業訪問等により、ゼロエミッションに資する製品開発・技術開発、新事業参入等の気運を醸成

・製品・技術開発、中小企業と大手企業のマッチング、戦略策定、参入市場調査等の支援を実施

普及啓発

ハンズオン支援

助成金

区分 内容

製品開発経費補助

・ゼロエミッションに資する製品開発、改良などに必要となる経費の一部を助成

（単独：助成率２／３以内、助成限度額1,500万円、10件）

（共同：助成率２／３以内、助成限度額3,000万円、２件）

販路開拓経費補助

・電気自動車や燃料電池車等の脱炭素に向けた製品等の開発・製造・販売に取り組む都内中

小企業等に対し、展示会への出展等に要する経費の一部を助成

（助成率２／３以内、助成限度額150万円、50件）

多 摩 支 社 ： 0 4 2 - 5 0 0 - 3 9 0 1
助 成 課 ： 0 3 - 3 2 5 1 - 7 8 9 4
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Ⅱ - 1 3 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 実 現 に 向 け た 経 営 推 進 支 援 事 業

21

事 業 概 要

内容

・中小企業のゼロエミッションの実現に向けて、脱炭素化などの取組の普及啓発から経営戦略の策定、実

行支援までを総合的に支援して、都内中小企業の持続的な成長を図る。

・ゼロエミッションの考え方や脱炭素を踏まえた経営事例等を広く中小企業に紹介するセミナーを開催

（２回、各100名）

・セミナー参加企業向けにエネルギー管理士等による相談窓口を設置（週３回）

・マネージャーによる現地調査を実施し、専門家を活用しながら現状と課題等を把握（60社）

・脱炭素化に向けた企業の戦略・ロードマップ策定、具体的取組の実施・評価改善、設定目標に対する進

捗確認という３ステップをハンズオン支援として実施（30社）

普及啓発

準備支援（現地調査）

ハンズオン支援

経 営 戦 略 課 ： 0 3 - 5 8 2 2 - 7 2 3 2

助成金支援

・各企業のゼロエミッションの取組を担うリーダー人材の育成をセミオーダー形式で実施（10社）

人材育成支援

・ゼロエミッションの実現に向けた取組に要する経費の一部を助成
（助成率１／２以内、助成限度額1,500万円、30件）
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Ⅱ - 1 4 ス タ ー ト ア ッ プ 知 的 財 産 支 援 事 業

22

事 業 概 要

内容

・スタートアップに対して知的財産への意識の醸成を

図るとともに、戦略の策定から知的財産権取得まで

の支援を実施

・知的財産の創造、保護及び活用等に係る助言及び指導

・知的財産への関心が薄いスタートアップに対して、知的財産の創造、保護及び活用等に係るセミナー等

・ビジネスモデルの戦略や知財戦略の策定から知的財産権取得までの中長期ハンズオン支援
（支援期間：３年・10社）

【具体的な支援内容】

・ビジネス戦略/知財戦略の策定 ・自社技術の発掘・創出 ・発明の特許権利化

・知的財産権の出願等権利化に要する経費や、権利化までに必要な技術開発・改良に要する経費の一部を

助成（助成率1/2以内、限度額1,500万円）

普及啓発

東 京 都 知 的 財 産 総 合 セ ン タ ー
： 0 3 - 3 8 3 2 - 3 6 5 6

知財相談

ハンズオン支援

助成金
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・様々なリスクに対応するための設備・機器等の設置等に要する経費を支援

・助成限度額：1,500万円 （ＢＣＰのうちクラウド化：450万円、）

助成率 ：1/2以内（ＢＣＰ実践促進：小規模企業2/3以内）

Ⅱ - 1 5  中 小 企 業 に お け る 危 機 管 理 対 策 促 進 事 業

23

区 分 件 数 内 容 対象設備等

①ＢＣＰ実践促進
助成事業

170件
※

・ＢＣＰを策定し危機管理対策を行う中小企業
者等を支援
（助成金）

※うち50件は基幹システムのクラウド化に要す
る経費の一部助成

・安否確認システム、自家発電システ
ム、蓄電池、データバックアップシ
ステム、災害時の備蓄品等

②ＬＥＤ照明等節
電促進助成事業

50件
・中小企業者等が行う電力の効率化を図る取組

を支援
（助成金）

・ＬＥＤ照明器具、デマンド監視装置
等

③サイバーセキュ
リティ対策促進
助成事業

30件

・自社が保有する情報の保護等の観点から構築
したサイバーセキュリティ対策を実行するた
めの取組を支援
（専門家派遣・助成金）

・ファイアウォール、ウィルス対策ソ
フト、標的型メール訓練等

事 業 概 要

内容

助成内容

設 備 支 援 課 ： 0 3 - 3 2 5 1 - 7 8 8 9
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事 業 概 要

内容

Ⅱ - 1 6 新 製 品 ・ 新 技 術 開 発 助 成 事 業

・製品化、実用化のための研究開発

→それらにつながるハードウェア、ソフトウェアの試作品の設計、製作、試験評価

・新たなサービス創出のための研究開発

→サービスを実現する手段としてのハードウェア、ソフトウェアの試作品の設計、製作、試験評価

・１５００万円 助成対象と認められる経費の１/２以内

・❶原材料・副資材費 ➋機械装置・工具器具費 ❸委託・外注費 ❹産業財産権出願・導入費

❺専門家指導費 ➏直接人件費

対象となる研究開発

助成限度額と助成率

助成対象経費

本助成事業の範囲

助 成 課 ： 0 3 - 3 2 5 1 - 7 8 9 4
7 8 9 5
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Ⅱ - 1 7  製 品 改 良 / 規 格 適 合 ・ 認 証 取 得 支 援 事 業
助 成 課 ： 0 3 - 3 2 5 1 - 7 8 9 4

7 8 9 5

事 業 概 要

内容

・国内外の市場ニーズへ適合させるために行う自社で開発した試作品又は市場投入済みの製品の改良や

規格適合・認証取得（CEマーキング、ISO、IEC規格等）に要する経費の一部を助成

・市場ニーズに適合させる製品改良（量産化デザイン、ダウン

サイジング等含）、規格・認証取得が対象

・規格・認証取得のみも対象。製品等に対する規格・

認証取得に 限らず、組織的なマネジメントシス

テム規格適合（ISO9001、ISO27001等）も対象

・人件費（「ソフトウェアの改良に係る工程」及び

「ソフト ウェア以外の改良における設計工程」に

直接従事する時間のみ）も最大350万円まで助成対象

・500万円 １/2以内

概 要

特 徴

助成限度額と助成率

― 助成事業の対象ー
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この資料に掲載した以外にも
多くの事業を実施しています。

https://www.tokyo-kosha.or.jp/

▶本資料に関する問い合わせ
総合支援部 総合支援課 課長代理（調整担当）蒲池
TEL：03-3251-7882
e-mail：m-kamachi@tokyo-kosha.or.jp

https://www.tokyo-kosha.or.jp/

